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監査の結果により講じた措置について（公表） 

 

 地方自治法第１９９条第１２項の規定により、監査の結果に基づき措置を講じた旨の通

知がありましたので、次のとおり公表します。 

 

記 

 

１ 監査実施対象課 

  企画政策部 資産経営課 

２ 監査実施日 

  平成３０年１２月２７日 

３ 監査結果の公表日 

  平成３１年１月３１日（平塚市監査委員公表第１号） 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果 措置の内容 

（要望事項） 

（１） 未利用地等の利活用については、平塚市 

行財政改革計画（２０１６－２０１９）

において取り組まれているが、資産経営

課の所管である普通財産についてはもと

より、各担当課が所管する行政財産につ

いても経年により保有当初の役割を終え

ていることもあり得るため、資産経営課

でより積極的に携わり地域住民による利

用や売却などを一層計画的かつ迅速に進

め、本市としての資産の有効な利活用に

努められたい。 

 

 

（１） 普通財産につきましては、定期的に土地

の情報と庁内の利活用要望とのマッチン

グを行い、速やかに利活用できるように取

り組んでおります。 

各担当課が所管する行政財産につきま

しては、必要性や重要度についての検討を

促し、財産の有効活用が可能となるよう努

めてまいります。 

 

 

 

 

 



 

 

１ 監査実施対象課 

  市民部 協働推進課 

２ 監査実施日 

  平成３０年１２月２７日 

３ 監査結果の公表日 

  平成３１年１月３１日（平塚市監査委員公表第１号） 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果 措置の内容 

（指摘事項） 

（１） 支出事務については、委託料において納

品書の宛名が平塚市長ではなく施設名と

なっていた誤りが前回に引続き複数見受

けられたので、今後の事務の執行にあたり

適正な措置を講じられたい。 

 

 

（１） 納品書の誤りの原因は、確認不足から発

生したものであるため、支出事務を行う際

には担当内でダブルチェックを行うこと

で、今後は誤りが生じないよう適正に事務

処理を行います。 

 

 

 

 

１ 監査実施対象課 

  市民部 市民課 

２ 監査実施日 

  平成３０年１２月２７日 

３ 監査結果の公表日 

  平成３１年１月３１日（平塚市監査委員公表第１号） 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果 措置の内容 

（指摘事項） 

（１） 収入事務については、コンビニエンスス

トアでの各種証明書の交付に係る手数料

の私人徴収委託の告示に遅延があったの

で、地方自治法施行令等に則り事務処理の

方法を再度確認し、今後の事務の執行にあ

たり適正な措置を講じられたい。 

 

 

（１） 収入事務について、コンビニエンススト 

アでの各種証明書の交付に係る手数料の 

私人徴収委託の告示が遅れた原因は、地方 

自治法施行令第１５８条第２項の理解不 

足から生じたことであります。 

また、告示に係る業務内容が、二課に跨 

っていたため、双方において明確な役割分 

担が、事前に協議されていなかったことも 

原因のひとつであります。 

告示の未実施が確認された後は、行政総 

務課及び関係課と協議し、速やかに手続き 



を行い、告示を行っております。 

 今後については、改めて業務に関連する 

法令等の趣旨を理解し、告示内容が複数課

に関係する場合は、手続き等が遅延するこ

とのないよう事前に協議すると共に、適切

な事務処理を行います。 

 

 

 

 

 

１ 監査実施対象課 

  総務部 固定資産税課 

２ 監査実施日 

  平成３０年１２月２７日 

３ 監査結果の公表日 

  平成３１年１月３１日（平塚市監査委員公表第１号） 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果 措置の内容 

（指摘事項） 

（１） 収入事務については、コンビニエンスス

トアでの各種証明書の交付に係る手数料

の私人徴収委託の告示に遅延があったの

で、地方自治法施行令等に則り事務処理の

方法を再度確認し、今後の事務の執行にあ

たり適正な措置を講じられたい。 

 

 

（１） 収入事務について、コンビニエンススト 

アでの各種証明書の交付に係る手数料の 

私人徴収委託の告示が遅れた原因は、地方 

自治法施行令第１５８条第２項の理解不 

足から生じたことであります。 

また、告示に係る業務内容が、二課に跨 

っていたため、双方において明確な役割分 

担が、事前に協議されていなかったことも 

原因のひとつであります。 

告示の未実施が確認された後は、行政総 

務課及び関係課と協議し、速やかに手続き 

を行い、告示を行っております。 

 今後については、改めて業務に関連する 

法令等の趣旨を理解し、告示内容が複数課

に関係する場合は、手続き等が遅延するこ

とのないよう事前に協議すると共に、適切

な事務処理を行います。 

 

 

 

 以  上 


